
　附   属   明   細   書　（職業能力開発勘定）

令和２事業年度

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
自　　令和　２年　４月 　１日

至　　令和　３年　３月 ３１日



（単位：円）

当期償却額 当期減損額

有形固定資産 建物 8,127,436,190 987,185,506 146,649,255 8,967,972,441 2,456,480,606 417,321,458 1 1 6,511,491,834

(減価償却費) 構築物 2,211,979,618 196,727,790 34,749,874 2,373,957,534 1,036,706,614 163,956,057 118,855 1 1,337,132,065

機械装置 46,351,112,303 6,096,671,783 3,355,392,069 49,092,392,017 27,559,968,947 5,829,058,228 0 0 21,532,423,070

車両運搬具 346,186,964 32,334,259 6,912,060 371,609,163 311,366,461 28,575,885 0 0 60,242,702

工具器具備品 2,819,751,192 579,818,833 148,928,894 3,250,641,131 1,819,195,055 396,622,997 0 0 1,431,446,076

計 59,856,466,267 7,892,738,171 3,692,632,152 64,056,572,286 33,183,717,683 6,835,534,625 118,856 2 30,872,735,747

有形固定資産 建物 48,639,378,205 2,797,573,124 243,132,086 51,193,819,243 18,455,956,989 1,846,274,574 14,933,300 14,493,337 32,722,928,954

(減価償却相当額) 構築物 4,232,561,228 302,217,581 19,759,435 4,515,019,374 2,348,212,742 230,779,057 552,863 86,983 2,166,253,769

機械装置 373,507,980 0 48,842,834 324,665,146 324,389,365 5,069,519 0 0 275,781

工具器具備品 42,616,855 0 0 42,616,855 38,910,885 3,141,032 0 0 3,705,970

計 53,288,064,268 3,099,790,705 311,734,355 56,076,120,618 21,167,469,981 2,085,264,182 15,486,163 14,580,320 34,893,164,474

非償却資産 土地 39,510,743,834 0 107,285,749 39,403,458,085 0 0 92,605,938 37,212,012 39,310,852,147

建設仮勘定 1,990,373,795 6,051,742,396 5,841,860,630 2,200,255,561 0 0 0 0 2,200,255,561

計 41,501,117,629 6,051,742,396 5,949,146,379 41,603,713,646 0 0 92,605,938 37,212,012 41,511,107,708

有形固定資産合計 建物 56,766,814,395 3,784,758,630 389,781,341 60,161,791,684 20,912,437,595 2,263,596,032 14,933,301 14,493,338 39,234,420,788

構築物 6,444,540,846 498,945,371 54,509,309 6,888,976,908 3,384,919,356 394,735,114 671,718 86,984 3,503,385,834

機械装置 46,724,620,283 6,096,671,783 3,404,234,903 49,417,057,163 27,884,358,312 5,834,127,747 0 0 21,532,698,851

車両運搬具 346,186,964 32,334,259 6,912,060 371,609,163 311,366,461 28,575,885 0 0 60,242,702

工具器具備品 2,862,368,047 579,818,833 148,928,894 3,293,257,986 1,858,105,940 399,764,029 0 0 1,435,152,046

土地 39,510,743,834 0 107,285,749 39,403,458,085 0 0 92,605,938 37,212,012 39,310,852,147

建設仮勘定 1,990,373,795 6,051,742,396 5,841,860,630 2,200,255,561 0 0 0 0 2,200,255,561

計 154,645,648,164 17,044,271,272 9,953,512,886 161,736,406,550 54,351,187,664 8,920,798,807 108,210,957 51,792,334 107,277,007,929

無形固定資産 電話加入権 911 0 0 911 0 0 0 0 911

計 911 0 0 911 0 0 0 0 911

投資その他の資産 長期性預金 0 4,000,000,000 0 4,000,000,000 0 0 0 0 4,000,000,000

長期未収金 0 4,050,410 0 4,050,410 0 0 0 0 4,050,410

敷金 5,857,500 1,031,000 1,360,500 5,528,000 0 0 0 0 5,528,000

退職給付引当金見返 37,702,531,511 807,867,088 2,826,161,462 35,684,237,137 0 0 0 0 35,684,237,137

差入保証金 0 10,000,000 0 10,000,000 0 0 0 0 10,000,000

計 37,708,389,011 4,822,948,498 2,827,521,962 39,703,815,547 0 0 0 0 39,703,815,547

（注１）建物の当期増加額 3,784,758,630円は、職業能力開発施設の改修工事等によるものである。

（注２）機械装置の当期増加額 6,096,671,783円は、職業訓練用機器の取得によるものである。

（注３）機械装置の当期減少額 3,404,234,903円は、職業訓練用機器の除却によるものである。

（注４）建設仮勘定の当期増加額 6,051,742,396円は、職業能力開発施設の改修工事等によるものである。

（注５）建設仮勘定の当期減少額 5,841,860,630円は、職業能力開発施設の改修工事等によるものである。

（注６）長期性預金の当期増加額 4,000,000,000円は、新規預入によるものである。

による減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

減損損失累計額
差引当期末残高 摘　要

減価償却累計額
資産の種類

会計処理｣及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（｢第87 特定の資産に係る費用相当額の

期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高



（単位：円）

２．棚卸資産の明細

種   類 期 首 残 高

当 期 増 加 額 当 期 減 少 額

期 末 残 高 摘　要当期購入･
その他 払出･振替 その他

製造･振替

0 366,902

計 256,560 366,902 0 256,560 0 366,902

貯蔵品 256,560 366,902 0 256,560



（単位：円）

賞与引当金

計 2,121,030,814 1,873,912,224 2,091,163,702 29,867,112 1,873,912,224

「当期減少額（その他）」は、支給見込額と実支
給額の差額である。

３．引当金の明細

区     分 期 首 残 高 当 期 増 加 額
当 期 減 少 額

期 末 残 高 摘   要
目 的 使 用 その他

2,121,030,814 1,873,912,224 2,091,163,702 29,867,112 1,873,912,224



（単位：円）

00
0

0
5,857,500 △ 329,500 5,528,000 0 0 0

0

0
0

0
00

計 4,032,784,804 1,535,028,551 5,567,813,355 0 0 0

※算定方法につい
ては、注記を参照

0

0

0 0
0

　破産更生債権等 0 0 0 0

未収金 4,026,927,304 1,535,358,051 5,562,285,355 0

0
0

４．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

区     分
貸 付 金 等 の 残 高 貸 倒 引 当 金 の 残 高

摘   要
期 首 残 高 当期増減額 期 末 残 高 期 首 残 高 当期増減額 期 末 残 高

　一般債権 4,026,927,304 1,535,358,051 5,562,285,355

0

0 0　貸倒懸念債権 0

△ 329,500 5,528,000 05,857,500

0 0 0 0　破産更生債権等

敷金
　一般債権
　貸倒懸念債権 0 0



（単位：円）

①退職給付債務合計額

退職一時金に係る債務

企業年金基金等に係る債務

③年金資産

退職給付引当金（①＋②△③） 37,702,531,511 1,035,333,913 3,053,628,287 35,684,237,137

34,288,935,562 593,524,409 25,694,265,207 9,188,194,764

②未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異 5,584,924,999 845,701,411 1,073,015,445 5,357,610,965

40,782,836,897 384,828,428 26,300,936,681 14,866,728,644

66,406,542,074 783,156,911 27,674,878,049 39,514,820,936

25,623,705,177 398,328,483 1,373,941,368 24,648,092,292

５．退職給付引当金の明細

区     分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘   要



(単位 ：円)

独立行政法人会計基準第91の特定：有

６．資産除去債務の明細

区　分 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘　要

 

石綿障害予防規則に基づく処理義務 112,352,006 439,037 0 112,791,043

計 112,352,006 439,037 0 112,791,043



（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①　運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 （単位：円）

②　資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細 （単位：円）

７．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

期 首 残 高 交付金当期交付額
当 期 振 替 額

引当金見返との相殺額 期 末 残 高
運営費交付金収益 資産見返運営費交付金 資本剰余金

3,999,791,396 3,287,070,000

小   計

1,345,503,000 54,551,211,000 43,788,470,573 4,821,382,031 0 48,609,852,604

区　　　分 運営費交付金収益
運 営 費 交 付 金 の 主 な 使 途

費　　　用 主　な　使　途

期間進行基準による振替額 2,642,833,443 2,457,410,338
人件費 　　　　　　　 　　　　         　  1,214,167,890円
謝金 　　　　　　　　　　　　　　             90,860,253円
その他一般管理費 　　　　 　　             1,152,382,195円

業務達成基準による振替額 41,145,637,130 39,157,165,149
人件費　　　　　　　　　　　　　　　　　　18,449,489,410円
職業能力開発関係業務　　　　　　　　　　　20,707,675,739円

費用進行基準による振替額 0 0

セグメント
資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

振　替　額 主　な　使　途 振　替　額 主　な　使　途

合　　　計 43,788,470,573 41,614,575,487

職業能力開発事業 4,821,382,031

改修工事等　  　　　　  1,195,655,286円
(建物、構築物、建設仮勘定)

機械装置　　　　　　    3,022,389,363円
車両運搬具　　　　　　   　32,334,259円
工具器具備品　　　　　　  569,972,123円
その他　　　　　　          1,031,000円

0

合　　　計 4,821,382,031 0



（３）引当金見返との相殺額の明細 （単位：円）

（４）運営費交付金債務残高の明細 （単位：円）

セグメント
引当金見返との相殺

相殺額 主な相殺額の内訳

運営費交付金債務残高 使　用　見　込　み

業務達成基準を採用した業務に係る分 0 ○翌事業年度への繰越額はない。

期間進行基準を採用した業務に係る分 0 ○翌事業年度への繰越額はない。

職業能力開発事業 3,999,791,396
賞与引当金見返　　　2,091,163,702円
退職給付引当金見返　1,908,627,694円

合　　　計 3,999,791,396

計 3,287,070,000

費用進行基準を採用した業務に係る分 0 ○費用進行基準を採用した業務はない。

配分留保額 3,287,070,000

法人運営上、以下の事態等へ対応するため留保している額：3,287,070,000円
　
　〇重要度が高く、緊急に対応を求められる業務等の実施
　〇天災地変等による施設の修繕等
　〇予定外の退職者の発生に対応



施設費の明細
（単位：円）

（注）「その他」は、修繕費等に対応するものである。

補助金等の明細

（単位：円）

８．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

区     分 当期交付額
左 の 会 計 処 理 内 訳

摘   要建設仮勘定
見返施設費

資本剰余金 その他

施設整備費補助金 3,803,521,702 1,880,672,159 1,447,104,326 475,745,217

計 3,803,521,702 1,880,672,159 1,447,104,326 475,745,217

区     分 当期交付額
左 の 会 計 処 理 内 訳

摘   要建設仮勘定
見返補助金等

資産見返
補助金等

資本剰余金
長期預り
補助金等

収益計上

25,334,898

計 25,334,898 0 0 0 0 25,334,898

雇用開発支援事業費等補助金 25,334,898 0 0 0 0



( 単位 ：千円、人 ）

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

(　)は非常勤

（注１）役員に対する報酬等の基準並びに職員に対する給与及び退職手当の支給基準は、役員給与規程（平成１５年

　 規程第４号）、職員給与規程（平成２５年規程第７号）、役員退職手当規程（平成１５年規程第５号）及び

職員退職手当規程（平成２５年規程第６号）に基づいている。

（注２）支給人員数は、共通経費の配賦を行ったことにより、実際の支給人員数と異なるため記載をしていない。

（注３）役員欄の上段の支給額は非常勤監事で、外数である。

（注４）上記明細のほかに、パートナー職員に係る給与等として、3,736,965千円の支給があり、損益計算書において、

その他の一般管理費及びその他の業務費の内訳費目（謝金）として整理している。

（注５）損益計算書において、退職給付費用として業務費に474,802千円及び一般管理費に22,202千円を計上している。

（注６）単位未満は、切捨てにより表示している。

９．役員及び職員の給与の明細

区       分
報  酬  又  は  給  与 退   職   手   当

支   給   額 支 給 人 員 支   給   額 支 給 人 員

役       員
2,099 － － －

59,932 － 0 －

職       員
－ － － －

19,601,625 － 0 －

合       計
2,099 － － －

19,661,557 － 0 －



（単位：円）

（注）当期受入には間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については、外数として（　）内に記載している。

基盤研究（Ｃ）（一般）
(8,500,000)

10
2,550,000

合     計
(17,100,000)

18
5,130,000

１0．科学研究費補助金の明細

種     目 当期受入 件数 摘   要

若手研究
(7,500,000)

7
2,250,000

基盤研究（Ｂ）（一般）
(1,100,000)

1
330,000



１１．開示すべきセグメント情報

　職業能力開発勘定は、単一セグメントであり、職業能力開発事業のみを実施していることから、当該勘定別附属明細書におけるセグメント情報の記載を省略
しております。
　なお、職業能力開発事業セグメントの財務情報については、法人単位附属明細書の「１６.開示すべきセグメント情報」に記載しております。



１２．特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等（「第１０６　関連公益法人等の範囲」

①　労働関係法人企業年金基金

　（１）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

て給付を行い、もって加入者及びその遺族の生活の つとして当機構が含まれ 田畑　一雄 （理事長代理）

において定める関連公益法人等をいう。以下同じ。）の情報

安定をはかることを目的とする。 る。 永野　朝子 （千葉支部長）

　確定給付企業年金法（平成13年6月15日法律第50 　当基金は、平成２９年に 松見　和彦

号）に基づき、加入者の老齢、死亡又は脱退につい 設立され、実施事業所の一 星　　直幸

堀之内　治史　※ （熊本職業能力開発促進センター

　荒尾訓練センター）

若林　革　　　※ （千葉職業能力開発短期大学校）

山本　英治　　※ （京都職業能力開発促進センター）

内山　元　　　※ （東北職業能力開発大学校）

労働関係法人

企業年金基金

（注）※印を付した者は、確定給付企業年金法に基づき、基金加入員において互選した代議員から互選された者である。



　　　　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

掛金（事業主負担分）

労働関係法人

企業年金基金
　　　　当基金加入員（厚生年金に加入する一定

　　　　条件を満たすすべての当機構職員）の老

　　　　齢、死亡又は脱退について給付を実施

　（２）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

△ 335,493,534

（注）上記金額は、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの期間の金額である。

労働関係法人
企業年金基金

14,629,201,387 16,321,594,235 △ 1,692,392,848 972,045,651 1,307,539,185



　（３）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の基本財産等の状況

（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

労働関係法人企業年金基金 ― 768,365,400

関連公益法人等名
債権の明細内容 債務の明細内容

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（注１）上記金額は、令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの期間の金額である。

（注２）当事業年度において負担した会費、負担金については、全額掛金の事業主負担分であり、法人全体の金額である。

　（４）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引状況

特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち当法人の発注等に係る金額及びその割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合

労働関係法人企業年金基金 ― ― 未払金 63,890,500

（注）上記金額は、令和３年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

労働関係法人企業年金基金 972,045,651 0 ―

（注）上記金額は、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの期間の金額である。



②　雇用支援機構健康保険組合

　（１）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

は、昭和５２年から加入し 河田　惠一　　※ （経理部次長）

ている。 藤盛　康雅　　※ （茨城支部）

　健康保険法に基づき、被保険者及び被扶養者に対し 　当組合は、昭和３６年に 田畑　一雄　　※ （理事長代理）

て保険給付や保健事業等を実施している。 設立され、当機構において 原口　剛　　　※ （総務部長）

松原　和範　　※ （福岡職業能力開発促進センター）

横山　真樹　　※ （北海道職業能力開発大学校）

赤松　伸一　　※ （島根職業能力開発短期大学校）

小笠原　雅彦　※ （愛媛職業能力開発促進センター）

雇用支援機構

健康保険組合

（注）※印を付した者は、健康保険法に基づき、被保険者である組合員の互選した組合会議員から互選された者である。



　　　　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

健康保険料（事業主負担分）

雇用支援機構

健康保険組合
　　　　当機構職員等に対し、保険給付及び

　　　　保健事業等を実施

　（２）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

50,599,633

（注）上記金額は、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの期間の金額である。

雇用支援機構
健康保険組合

2,007,213,432 176,330,037 1,830,883,395 3,949,269,394 3,898,669,761



　（３）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の基本財産等の状況

（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

雇用支援機構健康保険組合 ― 1,818,905,560

関連公益法人等名
債権の明細内容 債務の明細内容

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（注１）上記金額は、令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの期間の金額である。

（注２）当事業年度において負担した会費、負担金については、全額保険料の事業主負担分であり、法人全体の金額である。

　（４）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引状況

特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち当法人の発注等に係る金額及びその割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合

雇用支援機構健康保険組合 ― ― 未払金 124,870,327

（注）上記金額は、令和３年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

雇用支援機構健康保険組合 3,949,269,394 0 ―

（注）上記金額は、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの期間の金額である。



③　特定非営利活動法人石川県情報化支援協会

　（１）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

行い、経営者やIT コーディネータ等の資質向上を図 酒井　正幸

り、情報化社会の発展と経済活動の活性化に寄与する 春田　宏幸

　石川県内の経営者やIT コーディネータ等のコンサ 　ＩＴ活用力セミナー等の 横屋　俊一

ルタントに対して、戦略的経営とIT に関する教育を 業務を委託している。 岩村　修

宮本　茂明

村本　達昭

ことを目的とした活動を行っている。 林　良隆

福田　和夫

特定非営利 清水　尚志

活動法人

石川県情報化

支援協会



　　　　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

ＩＴ活用力セミナー等の委託

特定非営利活動法人

石川県情報化支援協会
ＩＴ活用力セミナー等の実施

　（２）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

105,993

（注）上記金額は、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの期間の金額である。

特定非営利活動法人
石川県情報化支援協会

2,866,583 293,366 2,573,217 4,676,725 4,570,732



　（４）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引状況

特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

　（３）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の基本財産等の状況

（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

特定非営利活動法人石川県情報化支援協会 ― ―

特定非営利活動法人石川県情報化支援協会 ― ― ― ―

関連公益法人等名
債権の明細内容 債務の明細内容

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

特定非営利活動法人石川県情報化支援協会 4,676,725 1,911,900 40.9%

（注）上記金額は、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの期間の金額である。

特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち当法人の発注等に係る金額及びその割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合


	１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細
	２．棚卸資産の明細
	３．引当金の明細
	４．貸付金等に対する貸倒引当金の明細
	５．退職給付引当金の明細
	６．資産除去債務の明細
	７．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細
	８．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細
	９．役員及び職員の給与の明細
	１０．科学研究費補助金の明細
	１１．開示すべきセグメント情報
	１２．特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等（「第１０６ 関連公益法人等の範囲」において定める関連公益法人等をいう。以下同じ。）の情報



